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日本経済再生戦略会議

日本経済再生への戦略プログラム (中間報告案)

一今、未来への投資、新たな成長ステージヘー

1.「戦略プログラム」の目的

国際的金融・経済危機に直面する日本には単なる「短期の景気対策」に

止まらない、思い切った中期的な「戦略プログラム」を包括的かつ順序

立てて実施することが必要不可欠である。

今回の危機が「 100年に一度」とされるのは単に景気後退の深さ、登
るべき坂の高さだけではない。危機と同時に世界的に技術・産業の面で

地殻変動が起きつつあり、我々は新たな競争のスタートラインに立って

いる。今後3年間に日本が如何なる取組みをするかが、我々が再び世界
をリードする地位に立つことができるかどうかを大きく左右する。

当然、今後も「改革」は必要である。ただし、改革はあくまで手段であ

り、危機に直面し閉塞感の漂う今の日本に求められるのは、その先にあ

る新しい日本の姿を明示し、そのビジョンの実現に向けて今後3年間に

集中的な投資を行うことである。3年後には再び活力を取り戻した民間
にバトンを渡しうるステージヘ到達する。

本プログラムでは今後3年の「日本経済再生のシナリオ」及び3年後の

「新たな成長ステージに立った日本の経済社会の姿」を明示する。同時

に、これに必要な全ての「政策メニュー」を戦略的取り組み分野ごとに

提示する。さらに、緊急的な課題解決及び中長期の成長力強化の観点か

ら、これらに優先順位付けを行い、特に今年緊急に実施すべき重点施策

を抽出する。

● 「今、未来への投資」を進め、「新たな成長ステージ」へ向かう時である。



2.新たな成長ステージに立つ日本の姿 :「再び世界をリー三立二

質の高い経済社会 |

● まず、当面の緊急課題である雇用対策、中小企業の資金繰りなどの問題を
早急に解決する。

● 同時に新たな成長ステージに立つ将来の日本の姿を明示する。具体的には
以下の3つの将来像を提示したい。

(1)低炭素革命が進む中で、太陽光発電、次世代カー、省エネ家電をはじめ
「世界をリードし幅広い裾野を持つ新産業群」を形成して、「グリーン経

済社会システム」に移行する。技術面・生産面のみならず、消費やライ

フスタイルという面からも世界をリードし、その成果を国際社会と共有

する。

(2)人 。モノ。金・技術・文化はじめ、あらゆる分野に大きな潜在力をもつ
日本において、そのポテンシャルを高める「 21世紀型のインフラやシ
ステム」が加速的に整備され、誰もがどこでも成長のチャンスを掴むこ

とができる社会が形成される。3年後には、そのモデルケースが様々な
場面に生まれている。同時にアジアの中核拠点、フロントランナーの地

位を回復する。

(3)健康長寿と子育てを支える「質の高い生活コミュニティ」が医療 0介護・
子育て0教育分野の改革やサービス強化とともに形成され、「将来の不安」
の大幅な軽減から、「現在の安心」をもとに積極的な投資が進む社会が生
まれる。医療・介護だけでなく、教育、農林水産業といった分野でも、
コミュニティと現場力の再生を図り、全ての国民が医療、介護、子育て

支援、教育等の基幹サービスに確実にアクセスできる社会をつくる。

これらの将来像を実現するため、主要 10施策を選定し、①グリーン経済
社会システムの構築 (太陽光発電、低燃費車・電気自動車の普及促進等)、

②21世紀型のインフラ整備 0システム開発 (最先端技術支援、国土ミッ
シングリンクの結合、 :T戦略等)、 ③健康長寿と子育てを支える質の高い
生活コミュニティの形成 (地域医療圏の整備、介護人材の処遇改善、保育
サービスの充実等)に重点的・集中的に取り組む。



同時に、雇用の創出、安心安全の実現と民間主導の経済活性化、地域活性

化の基盤づくりを図るため、戦略プログラム 12分野で今後3年間に包括
的かつ集中的な対策を実施する。

● これらの対策の規模は過去最大級の概ね○○兆円となる。

● これらの対策により、2010年 中には主要な経済指標をマイナスからプ
ラスに転じ、今後3年で概ね200万人の雇用を確保・創出する。同時に、
内需を中心としたプラス成長、中長期的に3%程度の成長を目ざした経済
基盤を構築する。

3。 緊急対策 (雇用・中小企業・金融・前倒し執行)

現下の極めて厳しい経済状況に鑑み、下記の対策を緊急に実施することに

より、雇用や資金金繰りの問題を早急に解決する。

① 緊急雇用対策
・職業訓練中の生活支援等 (雇用調整助成金の手続きの迅速化及び内容

の拡充、雇用保険受給資格を有しない場合の職業訓練・再就職・生活

支援の拡充、雇用調整期間の短縮化のためのハローワークでの臨時雇

用等)
・地方の緊急雇用創出事業の拡大
0日 本型ワークシェアリングの推進 (残業時間削減による非正規の雇用

確保に対する雇用調整助成金の上乗せ)

② 緊急中小企業 。金融対策
<中小企業の資金繰り支援>
0信用保証枠の拡充、緊急保証無担保保証限度額を超える資金ニーズヘ

の対応、日本政策金融公庫・信用保証協会の財務基盤強化
・商工中金の融資枠拡充・財務基盤強化
0倒産対応資金、マル経融資の拡充

<大企業・中堅企業の危機対応と成長力強化>
・日本政策投資銀行による長期資金貸付枠拡大及び財務基盤の強化
・先端技術の強化・再編に長期資金を供給する産業革新機構出資枠拡充
・銀行等保有株式取得機構の買取対象拡大 (金融機関からの優先株及び

ETF・ J―REITの上場投資信託の買い取り、事業法人からの金融機関発行

の優先株の買い取り)
・株式市場への対応 (検討中)



<住宅・土地金融の円滑化>
・住宅金融支援機構の業務拡充と財政支援
・都市再生機構・民間都市開発推進機構に対する財政支援
0日本政策投資銀行等による J―REITへの資金供給の充実

③ 平成21年度当初予算について過去最大級の前倒し執行。(入札制度の改
善を含む。)

4口 戦略プログラムを牽引する「主要 10施策と達成目標」

新たな成長ステージに立つ日本の将来像を実現するため、下記の 10施策
を優先的な主要施策として実施する (具体的な内容及び雇用確保 0創出効果

を含めた日標値は別紙 1のとおり)。

(1)世界をリードするグリーン経済社会システムの構築
① 太陽光発電
・ 耐震化・省エネ化 01C丁 化と合わせた「スマートスクール」
・ 公共施設のグリーン化
・ 太陽光発電の20倍増

② 低燃費車 (電気自動車等)・ 省エネ製品の普及促進
・ 低燃費車買い替え支援と電気自動車・タクシー普及モデル地域
・ 省エネ家電 (エアコン、冷蔵庫、デジタル TV)の普及促進 (「エコ

ポイント」の導入)
・ 省エネ住宅の普及

③ 公共交通機関及び交通・物流インフラの革新
・ 鉄道・船舶 0自動車等の新たなシステムの実用化
・ トラックから鉄道・海上輸送へのシフト

(2)21世紀型のインフラ整備・システム開発
④ 最先端の技術開発とその事業化
・ 最先端技術を生み出す基盤整備 (人材・研究 0施設整備等)と事業

化への重点的支援
・ 世界最先端の研究支援体制整備
0次世代産業と地域を支える中小企業 0ベンチャー等の支援



⑤ 食料自給率の向上 0自然環境の保全

・ 自給率向上への農業振興政策 (水田フル活用支援、耕作放棄地解消

推進等)

・ 自然再生への森林 0林業 0山村政策 (森林吸収源対策等の「緑の社

会資本整備」による雇用機会確保、再植林推進・花粉症対策等)
0供給力向上への水産業振興政策(周辺漁場生産力向上による供給力
強化等)

⑥ 「国土ミッシングリンク」の結合等による地域経済活性化の新たな
基盤作り
。過去3年を大幅に上回るペースでの整備によるミッシングリンク

(未結合拠点)。 整備新幹線等高速鉄道網の結合加速

・ グローバル拠点のハブ機能を担う空港 0港湾の整備

⑦ デジタル・デバイドを全地域で全面解消

・ 地上波テレビ放送のデジタル化を 2011年 7月 までに確実に実施す

るための施策の前倒し実施

・ 2010年度末までにプロードバンド・ゼロ地域の解消
・ 2011年度末を目途に携帯電話の不感地帯の解消

(3)健康長寿と子育てを支える質の高い生活コミュニティの形成
③ 地域医療の再生と最先端医療技術の革新
0「 2次医療圏」(平均人口30万人程度の地域医療圏)の医療人材・
施設・ネットワーク整備事業 (全国340の 2次医療圏を対象に、
総合的な政策パッケージを展開)
0長寿大国に相応しい世界最先端の医療技術・サービス及び社会保障
システムの確立への取り組み(創薬、新型インフルエンザワクチン、

社会保障カード等)

⑨ 介護拠点整備と介護分野の雇用創出
0入所待機者解消に向けての介護拠点整備
0処遇改善を通じた介護人材30万人の確保

⑩ 安心こども・子育て対策

,安心こども基金の拡充や地方負担軽減による保育サービスの充実
。子育て支援活動の後押し及び社会的養護・母子家庭等対策の充実

・ 高校・大学の授業料減免・奨学金の拡充など教育費負担の軽減等



● これらの主要施策を平成21年度より実施し、今後3年間を集中的投資期
間として、それぞれに掲げる日標を達成する。また、事業の進捗状況、日

標の達成状況を定期的に点検し、日標の着実な達成を図る。

5口 戦略プログラムを加速する制度改革

(1)地方負担の軽減 (「日本経済再生特別交付金」の創設と直轄事業の充実)

(2)基金方式の創設・拡充 (「安心子ども基金」「地域医療再生基金」等円滑
な事業継続に対応するための基金方式の活用、長期計画に基づく事業の実

施による複数年度事業の実施)

(3)税制
需要不足に対処するため、中小企業の活動の支援のための交際費課税、

高齢者の資産を活用して住宅取得等を支援するための生前贈与の促進、民

間の研究開発投資の確保等について検討。

6.戦略プログラム 12分野別施策メニュー

主要 10施策の推進と同時に今後のフロンティア分野で「世界一」を目指す、
地域を中心とした「現場力」の再生、21世紀型インフラ整備でアジアの中核
拠点を形成するという観点から、戦略プログラム12分野で今後3年間に包括
的かつ集中的な対策を進め、雇用の創出、安心安全の実現と民間主導の経済活

性化、地域活性化の基盤づくりを行う (12分野で直ちに事業化するプロジェ
クトと主な先行実施・検討中のプロジェクトは別紙2のとおり)。

<フ ロンティア分野で「世界一」を目指す>
(1)低炭素革命への取組
(2)資源戦略・リサイクルの推進
(3)最先端の医療技術の取組
(4)ソフトパワー (コ ンテンツ、観光等)の発信
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<地域を中心とした「現場力」の再生>
(5)医療 0介護・保育・少子化分野
(6)教育分野
(7)農林水産業分野
(8)中小企業対策
(9)安全安心 0防災対策

<21世紀型インフラ整備でアジアの中核拠点に>
(10)国際競争カインフラの整備

(‖ )人材力強化・研究開発の推進
(12)IT分野、電子政府の加速化

7.“夢に日付を"

● 宇宙飛行士の若田光一さんは、ディスカバリー号で宇宙に旅立ち、今まさに、日
本人として初めて、宇宙ステーションでの長期滞在にチャレンジしている。

ものづくり大国「日本」を具現化するような、若田光―飛行士の巧みなロ

ボットアームの操縦で、40万 m離れた宇宙に、生命科学の実験棟「きぼ
う」という新しい日本が生まれつつある。今はまだ小さいが、必ず大きく

成長する新しい日本の夢である。

● 「ロケットの父」と呼ばれたロバニト・ゴダード博士は、「昨日の夢は今
日の希望、そして明日の現実」という言葉を残している。人類を月に送る

という困難ではあるが明確なビジョンは、現実のものとなり、その過程で

生まれた様々な技術やシステムは、今幅広い分野で実用化されている。

● この戦略プログラムで、新しいステージに立つ日本の姿を明示し、「夢に日
付を」与えたい。今日から、そのカレンダーが一枚一枚めくられていく。

未来に向けた政策の実現により、日本の自信回復と政治の信頼回復につな

げたい。



別紙 1

戦略プログラムを牽引する「主要10施策と達成目標」



(1)世界をリードするグリーン経済システムの構築

主要施策 具体的施策 目標値の達成 雇用確保口創出効果
υ ∧ 嗣 7E万電 入陽丸電 刀の 日不取貫収刊度を導人。

安定供給を実現する世界最先端の系統制御システム等の開発を
支援。
3年間で公立学校施設 (小中高3.7万校)について、耐震・エコ・ I
CT化の一体的実施を抜本改革する「スクールロニューディール」を
実現。
3年間集中的に公共建築物 (小中高除く1.7万 )や公的施設 (道路
関係施設、鉄道、空港、国立公園等)に太陽光発電を導入。
3年間、中小発電事業者による太陽光設置、電力会社によるメガ
ソーラー設置を集中支援 (設置費用の1/3補助)。

太陽光発電を2010年頃に20倍

程度に。

再生可能エネルギーが2020年

頃に最終エネルギー消費に占
める割合を20%程度に引上げ
量産・技術革新により太陽光パ

ネルの価格を3～ 5年間で半額
程度に。
3年間で、公立の小中高や公共
建築物の太陽光設置を10倍以
上に。

2020年時点の太陽光発電関係
の雇用規模を11万人程度に拡
大。

υ搭 緊 貿 早 電ヽ 気 目到阜寺 ,0百エネ

製品の普及促進
公用早 t国 4000台、日治体20万台)を 3年間で買い換え時に環境
対応車に切替え。
環境対応車 (電気自動車、ハイブリッド、低燃費車等)の普及拡大
を集中支援。
3年間で、電気自動車先端モデル都市(含、タクシーの電気自動車
化)を 10ヶ所程度実施。

3年間11夢J=        促進のため:■端 ントによ
…

る集中支援(テレビ、エアコン、冷蔵庫)。

U幌 百途に
'F手
学稜ス2競祠わ萌 割百省葺 政穆を進ある」

2030年までに新築の学校及び、新築の公共建築物を全てゼロエ
ミッション化。
省エネ効果の高い建物(公共建築物5.4万棟、民間ビル55万練)に
ついて3年間集中的に省エネ診断・改修を実施。
実施可能な築年数15年以上の国の合同庁舎全てを今後3年間で
グリーン改修。
住宅ローンの拡充(フラット35の融資比率を10割へ引上げ、金利
優遇期間を10年間に延長)。

電気自動車の量販・量産を3年
以内に開始。
当面100万台規模の需要減を補
う。
2020年には新車販売に占める
次世代自動車の割合を1/2に。
2020年の次世代自動車の市場
規模を5兆円に。

環境対懸票の晋及促進により、
数万人～10万人規模の雇用吸
収効果。
2020年の次世代自動車関連の
雇用規模6万人。

3年FE5ざ`ラ=ジ蒙電∈■九
=~エアコン、冷蔵庫で2400万台)の

普及を促進。

グリ=ジ蒙竃:こ湮覇司蘭ごにより1
数万人規模の雇用吸収効果。

3年以丙闘田彗撤取藤確嗜I
ネ住宅に。
10年後には省エネ住宅比率を
50%超に。

著二課診断1政修弔程毛あ看王
ネ化などにより、40万人規模の
雇用吸収効果。

砂公共更通覆関及び交通・物流イン
フラの革新とモーダルシフト

泄伝導リニアの実用化技術を2016年度までに確立。     ~
3年間、高効率船舶 (C02を30%削減)の実用化など、環境性能の
高い船舶の普及促進を集中実施。
3年間で船舶版アイドリングストップの施設を集中整備。
電池式省エネ路面電車の実用化技術を2012年度までに確立。

「
FSを3年間で高速道路等で実証し、実用化に目処。

3年間で次世代システム (鉄道・
船舶・自動車の新たなシステム )
を構成する車両等を実用化 .
高効率船舶の2020年の市場規
模を3兆数千億円以上に。

環境性能の高い鉄遭や船舶な
どの普及促進により、13万人規
模の雇用を確保。



(2)21世 紀型のインフラ整備・システム開発

主要施策 具体的施策 目裸値の達成 雇用確保・創出効果
υ 取 充 緬 り 餃 何 囲 究 とで fJJ

事業化

0平同 C、 0つの人早研究理息そ栗甲又艦。環境硬術分野で
新たな大学研究拠点を創造。
3年間で、4分野 (ナノ、パワーエレクトロニクス、革新的蓄電池
革新的材料)の研究拠点を整備。
3年間、ポスドク、研究支援者等の大規模活用、産学共同によ
る研究開発を集中実施。
3年間で、研究者優先の研究開発体制の整備 (30テーマ)。

もあつで狙観曲武術や次詈賓産業を支える技荷あ蘭発都
小企業の支援や公設試験研究機関等を活用した中小企業の
製品評価・事業再生等。
(5万社の中小企業を3年間に亘つて重点的に支援)

0キ俊 Iこ0つの天早研究拠点、4つの研究分野で世
界―に。

尊年間そ2万薔あ薪だな事業臨
~~~~~~~~~

妨九又薇百や右千研究者寺に漕
躍の場を提供することなどにより、
30万人の雇用を確保。

輸 署琴0建い で鰯
人確保。

Э良科目綸率の向上口自然
環境の保全

,年間、木粉用、飼料用の米生産や麦・大豆の生産拡大に副
水田をフル活用を集中実施。
平成の農地改革による農地の集約化等を通じ、多様な担い手
がより効率的に農地を利用できるようにするとともに、耕作放
棄地の再生・利用を支援することにより耕作放棄地を解消。
3年間、農商工連携による国産農林水産物を活用した新商品
開発や農林水産物・食品の輸出等による販路拡大。
スギ花粉対策として、3年間集中的に伐採及び新品種 (花粉発
生1%以下)への植替えを実施。

輛八月`二●UUカトンの1副に相当丁050万トンが米
分に置き換わつた場合、食料自給率は1.儡向上ち
平成23年度を目途に農業上重要な地域を中心に概
ね10万haの耕作放棄地を解消。
5年間で500の農商工連携の優良事例を創出する。
農林水産物等の輸出額を平成25年までに1兆円規
模にする。

首都圏近郊における花粉の多いスギの植替え等の
促進 (花粉の多いスギを年間100万本3年間伐採 )。

丹三晨地や慎猟などにより、3年

間で5千人程度の雇用創出。

り :国主ミッシングリンク」の
結合等による地域経済活

性化の新たな基盤作リ

呂規帝軒凛遷路 t整備率67り のミッシングリンクの解消。
三大都市圏環状道路のミッシングリンクを解消。
今後3年間、暫定2車線のうち、交通量が多く、渋滞や事故が
多発する区間を集中的に整備。

今後3年間で、スーパー中枢港湾、整備新幹線の整備を含め
て、「国土ミッシングリンク」の結合。
今後3年間で、スーパー中枢港湾の機能強化(鉄道、内航海運
港湾内物流の効率化)。
産業港湾インフラを大型船舶に対応可能なものに刷新。

3年間で、首都圏の国際線発着数増加。
3年間で、首都圏空港の機能強化・能力拡大に着手。

守仮3年間でこれまで3年間 (650km)を上回るペーヌ
で供用 (国幹審を経て)。

3年間で200kmを整備。

3年間で3地域 (スーパー中枢港湾)整備を目指す。

2015年までに10地域 (産業港湾インフラ)整備を目指
す。
3年以内に国際線発着数8万回増。
3年以内に羽田空港のポスト第4滑走路対策を推進

`

(検討 中 )

」アンγル 8ァィハィトを宝地
域で全面解消

犯エアンタル双選への元室移行に同け、字校等公共施設のデ
ジタル化、共聴施設の支援等を実施
プロードバンドについて基本整備を国が支援。
携帯電話について不感地域解消のために小型基地局や衛星
携帯電話を活用しつつ伝送路を整備。
3年以内に、アナログテレビジョン放送の電波跡地の活用、新
たな周波数の割り当て等による新産業の創出。

地上波デジタル放送に2011年完全移行。
~~

ブロードバンド・ゼロ地域を2010年度末までに解消
2011年度を目途に携帯電話エリア外地域ゼロを通
成。

50兆円規模の新産業創出。

地上テジタル政送への完全移行、
プロードバンドの基盤整備等を実
施し、数万人の雇用を確保。
今後3年間、我が国情報化投資α
水準を下支えする政策パッケージ
により、50万人の雇用を創出。



(3) 健康長寿の質の高い生活コミュニティの形成
主要施策 具体的施策 目標値の達成 雇用確保[創出効果

σ 珊 璃 医 薫 り 尋 驚 最 元 項 医

療技術の革新

合司ゝlE肘県か新たに12次医療圏」毎に地域医療再生計画を策
定。
地域医療再生のため、計画的かつ強力に財政支援。
地域の実情に応じてフルスペックで支援するモデル地域から基
礎的支援を行う地域まで「カフェテリア」方式でメニューを選択
(施設整備、医師派遣等)。
全2次医療日で医師事務作業補助者を3年以内に集中配置 (2
万人)。

5年間集下輌醐 茉X認薬等あ集ギ百験硼諦高薦D藩番を
推進(600件程度の中から選定)(スーパーファストトラック(審査
期間12か月→6か月に短縮)の創設)
医薬品・医療機器審査・安全体制を強化。(審査・安全対策要
員を倍以上に増員)
5年以内に細胞培養型のワクチン製造装置を導入し、ワクチン
開発・生産期間の大幅短縮 (現状1年半～2年→半年)を達成。
3年以内を目途に社会保障カードを導入。
3年以内に医療機関・薬局のレセプトオンライン化を実現。
3年間で健診データを活用したオーダーメイドの総合健康サー
ビスを提供するモデル事業を実施(10地域)。

3年以内に全都道府県で1カ所ず
つフルスペックのモデル2次医療
日の整備を目指す。10年以内に
全国展開。

萩ニパトララズ闘弓リリの対象と
なる未承認薬等について、審査
期間を12ヶ月→6ヶ月に短縮。
'審査期間を医薬品については2.5
年、医療機器については1.5年短
縮。
'5年以内に新型インフリレエンザの
全国民分のワクチン開発・生産
期間を大幅短縮。(1年半～2年
→半年)
)社会保障カードについては、国民
電子私書箱にアクセス可能なも
のとし、世界トップレベルの利用
しやすい社会保障サービスの基
盤を3年以内を目処に整備。

・医療分野で3年間で18万人の雇
用創出 (2025年時点では最大
112万人の雇用創出)。

2020年時点の総合健康サービ
ス産業 :市場規模24兆円、80万
人の雇用創出

3」 づ「霞翼厭騒偏と介護分野の
雇用創出

'介護拠点を3年間前倒し集中整備。
,介護人材の待遇改善のための緊急措置を実施。
,介護職員のキャリアパスを提示。
2012年の次期介護報酬改訂時に上記キャリアパスを踏まえ
Cキャリアアップに対応した介護報酬体系を構築。

3年間で介護施設の入所待機者
解消に向けて集中整備。

フト護分野で3年間で30万人の雇
用を創出 (2020年時点では最大
90万人の雇用創出)。

W女0こども・子 百て対策 今後2年間で、安心こども基金の拡充や地方負担軽減による保
育サービスの充実を集中実施。
今後2年間、子育て支援活動の後押しを集中実施。
3年間で、社会的養護・母子家庭等対策の充実を集中実施。
高校・大学の授業料減免・奨学金の拡充など教育費負担の軽
減等。

3年以内に待機児童解消に耐
て集中整備。

子育て分野で今後10年間で20
万人程度の雇用創出。



① 太陽光発電
■

１ 現状の問題点 :高い発電コスト
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2.政策の概要

| ○補助金 :住宅用太陽光発電導入支援、新エネルギー等導入加速
1  化支援

|°軍鼻翠暫肇螂 蜃理製聟轟膏蔵男淫曽蕗覇1刷躍発
工研 嬬

|【導入環境整備】

l ε姦辱
供給を実現する世界最先端の系統制御システム等の開発を

1  雇 用 規 模 の 最 大 予 測 。住宅・産業・公共用の国内需要のほか、海外需

1    要の効果を含む )

【規制的措置による導入拡大】          :
○太陽光発電の新たな買取制度の導入。

【公立学校施設、公共施設等への導入促進】
03年間で公立学校施設 (′ 1ヽ中高3.7万校)について、耐震・エコ・:CT化の一
体的実施を抜木拡大する「スクール・ニューディール」を実施。
O日本全国の公共建築物 (′ 1ヽ中高を除く1.7万か所)や公的施設 (道路・駅ロ
空港など)について、太陽光発電を設置。

「太陽光発電の導入量を2020年頃に約20倍、203堅生に40鐘にすることを目標として、
導入量の大幅拡大を進める。」
・コスト削減目標
「価格については、今後3～ 5年後に太陽光発電システムの価格を現在の半額程度に低減
することを目指す。」



②-1 低燃費車 (電気自動車等)の普及促進

◇

1.現状の問題

国内生産は急減(2月 は▲6割 )。
一国内販売 :▲ 2割減が定着化。21年度、100万台規模で販売減のおそれ。

※ 昨年末時点の自工会発表の09年需要見通し(486万台)は 08年 (508万台)比で▲5%水準。
3月 下旬に、自工会発表の09年度需要見通しは、430万台まで落ち込み。

一輸  出 :外需落ち込みで急減。1月 以降▲6割。
景気の早期回復のため、裾野の広い自動車産業の活性化は重要。
厳しい経済状況の中、環境性能の改善が進んできた最新の車の需要減少、既存の自動車ユーザーの保有期間の長期化への対応は、
自動車の「保有構造のグリーン化」の観点からも課題。

―

―

 

―

           :

◇

◇

,自動車の「保有構造のグリーン化」を図るため、経年車の廃車代替補助 (ストック改善)、 新車購入補助 (フロー改善)を行うことを検討。

|(経年車の廃車を伴わないもの)   |

(参考)諸外国の動向

◇ドイツ
新車購入者への自動車税免除 (2～ 4万円)に加え、本年1月
より、9年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入する場合に
2.500ユーロ(約 31万円)の助成を実施。

◇フランス

環境対応車購入への助成等に加え、昨年12月より、
10年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入する場合
の助成を拡充。
(車齢15年以上300ユーロ →車齢lo年以上1.∞0ユーロ

◇イタリア
2月 の追加景気対策において、9年以上の車齢の 車多
廃車し、新車を購入する場合の助成を拡充。
(低燃費ガソリン車700ユーロ→1.500ユ

=日 (約
19万

m)
(約13万円 )

3.]に

'表

0,こ還き1拘郊bJ果 ※上記の政策を講じた際の効果のイメージ

◇ 100万台規模の需要減を補う台数効果
◇ 数万人規模の雇用波及効果



②-2 省エネ製品の普及促進
1。 現状の問題

○ 家庭部門からの温室効果ガス排出量は 1990年度比+41%と著しく増加  (2007年度)

○ 電機・電子産業は、出荷額46兆円 (製造業の15%)、
従業員110万人 (製造業の10%)を生み出す、非常に幅広い裾野産業をもつ産業

金融危機以降、電機・電子産業の売上げが、外需を中心に大幅に低迷し、裾野産業や

雇用に大きな影響

(電機・電子大手10社 )
売上高 前年比▲6.9兆円(=▲ 12%)(ITバブル崩壊時の▲3.6兆円の約2倍 )
最終損失 ▲1.9兆円
09年度末までに国内で2万人以上の雇用減

2.政策の概要

省エネ性能に優れた、我が国の家電製品の需要を拡大することにより、地球温暖化対策と景気対策を効果的に実現
(経済産業省と環境省で共同実施 )

・一定以上の省エネ効果を有する家電 (エアコン、冷蔵庫、テレビ)の購入に対し一定額相当の「エコポイント」を付与

・そのポイントを省エネ製品等の購入に使えるようにする

・3年間で最大24百万台のグリーン家電の普及を促進

<製造業国内出荷額>

電気機機器具.情報通信機械

一般機械

11%

御軒
電

円電機．倒

学

％

化

８

類
一

:

政策の定量的効果

○ 景気(生産誘発)効果

電子部品、原材料、流通等含めた関連産業全体で、リヒ4,000～ 2兆4,000億円と試算。関連中小企業にも幅広い波及効果。

O C02削減効果
家庭部門の電力消費による排出量の3～4%分削減(300～ 400万トン)。

○ 雇用誘発効果

数万人規模と試算。



②T3 省エネ住宅の普及促進
1 .

○ 新築住宅については、省エネ性能の向上が着実に進みつつあるが、既存住宅の中には省エネ性能の低いものが多く存在。

○ 住宅リフォームに関する投資型減税 (省エネ改修)の導入
一定の省エネ改修工事 (すべての居室の窓の二重窓化等)の工事費用
の10%相当を所得税額から控除(上限 :200万円(併せて太陽光発電装
置を設置する場合は300万円))

○ 改正省エネ法の的確な執行
0省エネ措置の届出義務対象の拡大(床面積2000ぶ以上→300ぷ以上)
・建売戸建住宅の供給事業者に対する省エネ性能向上を促す措置導入
・大規模な住宅・建築物の省エネ措置の担保措置の強化(命令 (罰則)の
導入)等

○ 住宅・建築物の省エネ化のための助成  ・
・先導的な省C02技術が導入された住宅・建築プロジェクトに対する支援
・住宅金融支援機構の証券化ローンにおける省エネ住宅に対する金利
引き下げ 等
・フラット35の融資比率を10割へ引上げ、金利優遇期間を10年間に延長

○ 新築の学校、公共建築物のゼロエミッション化、省エネ効果の高い建築
物の省エネ診断口改修、国の合同庁舎全てで今後3年間でグリーン改修

3,政策の定量的効果
3年以内に住宅300万戸を省エネ住宅に。10年後には省エネ住宅比率を50%超に。

ガラスの種顆 機菫謙率 lW(ぶ。K)]

単 振 ガ ラ ス  ‐ 6_0

複 ■ ガラス(空気層鋪‖

"34楓層ガ ラ ス樫 気層lam)
-2.9

選餞薇層ガラス(空気層6o腱 ) ||1疇 25

=晰
難●Hガラス(空気層輸m) ■ 11_7～ 1_9

,組層ガラスに使用するガラスはすべて簸 の場合

『出典 :(社 )日本建材産業協会』

Ｏ

Ｏ 省エネ診断・改修や住宅の省エネ化などの促進により、40万人規模の雇用吸収効果。



③/Ak共交通機関及び交通・物流インフラの革新

1.現状の問題点

○

○

○

― ―
― ―

―
―

―

一 ― ―

―

―
― ― ― ―

― ―
ヽ

低炭素社会構築のためには、公共交通機関の省エネ化や交通・物流インフラの革新必要。
モーダルシフトの促進のためには、受け皿となる鉄道や内航海運の輸送力増強が重要。
荷主が物流事業者と連携し、鉄道・海運といった環境負荷の小さい輸送モードを積極的に選択・利用すること
が必要。

超伝導リニア 高性能船舶
2.政策の概要

超伝導リニア(2016年まで)、 電池式省エネ型路面
電車 (2012年まで)の実用化技術の確立

高効率船舶の実用化など、環境性能の高い船舶の
普及促進、船舶版アイドリングストップの施設を集中
整備。
ITSを 3年間で高速道路等で実証し、実用化に目途。
省エネ法による大規模荷主のC02排出量削減の努
力義務。
モーダルシフト等の荷主と物流事業者が連携して行
うC02排出量削減の取組みに対する支援、物流効
率化に関する地域の関係者が連携 した取組みへの
支援。

環境性能の高い鉄道や船舶などの普及促進により、13万人規模の雇用を確保
高効率船舶の2020年に3兆数千億円以上の市場規模に拡大
トラックから鉄道ヘシフト:鉄道コンテナ輸送量を2010年度まで217億トンキロに増加
トラックから海上輸送へ :雑貨の海上輸送量を2010年度までに312億トンキロに増加
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④-1 最先端の技術開発とその事業化

1.現状の問題

○ 科学技術水準の向上、イノベーションを連続的に起こすべく、
基礎研究機能を格段に高めるため、世界の頭脳が集い、優秀な人材
を育む「場」を我が国に作ることが必要。

○ 我が国の経済成長の鍵を握る人財力の強化・技術力の発揮する
ためには、研究施設・設備の整備や研究支援者等の活用による研究
環境の抜本的改善が必要。

を集中支援。

0 3年 間で、4つの分野 (ナノ、パワーエレクトロニクス、革新
的蓄電池、革新的材料)の研究開発拠点を集中整備。

○ ポスドク・研究支援者等の大規模活用、若手研究者等の活躍の
場の整備、産学共同による研究開発の促進。

0 3年 間で、30テーマの研究者優先の研究開発体制の整備。

IPMU瀾翼if::扉][:R■1営:

3.政策の定量的効果

○ 研究支援者や若手研究者等に活躍の場を提供することなどによ
り、 30万人規模の雇用を確保。 中心研究者を核とした基礎から開発を視

野に入れた研究開発拠点口体制の整備
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研究者優先の研究開発拠点口体制



④-2 次世代産業と地域を支える中小企業の支援

: 1.現状の問題
世界的な需要の急減速が我が国の競争力の源泉である、ものづくり中小企業に深刻な影響。現状を放置すると、人材等の基盤が崩壊す
る恐れ。

将来を見渡せば、省エネ・環境技術、医療・福祉技術、バイオ技術等の、国内外で需要が大きく伸びていくことが確実な分野が存在し、仕事
の状況においてこそ、中Jヽ企業の技術力向上、人材育成の取組を支援し、我が国の国際競争力を強化していくことが国

12.政策の概要

DVDやデジカメ用高精度ガラス光学レンズ用金型の開発 (金型)
(課題)

デジカメ等の小型化・高性能化ために、高温での環境
下に耐える非球面ガラスレンズ用の金型が必要。

(開発内容 )

1300度前後の高温に耐える高性能金型素材とその
研削・研磨技術等の開発

中小企業者の行う試作品開発等の技術開発について以下の分野を中心に支援。
1。自動車や電機機器等の我が国の主力輸出産業に直結しており、現下の大不況において特に大打撃をこうむつている、金型やメッキ等
のものづくり基盤技術(20分野)に関する中小企業の技術

2.来るべき景気回復期において我が国の次世代産業を支える3分野に関する新製品開発等を行う中小企業の技術
i)低炭素革命(省エネロ新エネ・3R) il)健康長寿(医療・福祉)雨 )底力発揮(農業・コンテンツ等)

i3.政策の定量的効果

程度の中小企業に対し、ものづくり基盤技術や次世代産業を支える技術開発への支援や、公設試験研究機関等を活用した製品の評
価、事業再生など、ものづくり企業等を支援。
①雇用創出効果
技術者等の雇用を3年間で約5万人確保。
②中小企業技術の新事業展開等
3年間で支援した中小企業者のうち

超伝導を利用した水処理技術の開発 (水処理等の環境対策 )

(開発内容 )

超伝導磁気分離技術を利用して廃水浄化をするシステムを
開発。従来に比べ、少ない敷地で高速大量処理が可能

ことを目指す。



1.現状の問題点

米粉・飼料用米等の生産にあたっては、輸入小麦口輸入とうもろこし並みの価格での供給等が課題。
転用期待の発生による農地の農業上の利用・確保に支障。
稲作等は依然として規模の小さい経営が多く、産出額に占める主業農家の割合も低い。

2.政策の概要

○ 米粉用、飼料用の米生産や麦・大豆の生産拡大によ
り水田をフル活用し、我が国の食料自給力を向上

○ 自給力の基盤たる優良農地の確保
一農地転用規制の厳格化
―農用地区域内農地の確保
―耕作放棄地対策の強化

○「所有」から「利用」への転換
―農地を面的に集積 (公的機関が農地を一括引受
け、担い手に再配分、担い手に貸し付けられた農
地には、相続税納付猶予を適用)
一意欲ある若者・経営体の参入を促進 (農地貸借の

規制を緩和)
一農地の権利を有する者の責務の明確化

輸入小麦500万トンの1割が米粉に置き換わつた場合、食料自給率は1.4%向上。
2012年度を目途に農業上重要な地域を中心に概ね10万haの耕作放棄地解消。
再生農地や伐採などにより、3年間5000人程度の雇用創出。

注 : かつてはホ田で、水日面積に換亘されていた誠
皐樹など1コ日宍したりかい廃されたりして、現在は
ホ田trJ共十「 有t,「いない部分.

転作 (水田の約4害1)



⑥ 「国土ミッシングリンク」の結合等による地域経済活性化の新たな基盤作り
1.現状の問題点 ―

―

 、

○ 幹線道路ネットワーク整備の遅れ (高規格幹
線道路の整備率:67%、 三大都市圏環状道
路の整備率:53%)

○ アジア主要港に比して高コストな物流構造、
2015年のパナマ運河の拡張等による船舶の
大型化への対応。

○ 首都圏の航空需要は、羽田空港再拡張事業
及び成田空港北伸事業により、当面対処が可
能だが約10年後には、再度、空港容量は限

2.政策の概要

○ 主要都市間を連1
な空港・港湾へのアクセス道路や国際物流基幹ネットワーク上
の国際コンテナ通行支障区間の解消等の整備

○ スーパー中枢港湾(京浜港、伊勢湾、阪神港)の機能強化、
大型船舶に対応した産業港湾インフラの刷新

○ 羽田空港の管制、機材、環境、施設等あらゆる角度から施策
の実施、地元との合意を踏まえつつ、成田空港の年間発着回
数30万回に向けた検討を加速

3.政策の定量的効果

○ 高規格幹線道路、環状道路、港湾、空港などの整備によ
り、O万人の雇用創出(検討中)。

02010年までに、港湾コストの約3割低減などによって、ア
ジア主要港を凌ぐコストサービス水準を実現

羽田空港

大型船舶に対応した産業港湾インフラの刷新

首都圏3環状道路

、外姜、
巨末市`
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~、
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⑦ デジタル・デバイドを全地域で全面解消
1.現状の課題

「
①地上デジタル放送

02011年 7月 24日までに、地
上デジタル放送に完全移行。

○ しかし、2009年 1月 、普及目
標の約2,900万世帯 (全世帯
の58%)に対して、普及実績は
約2,455万世帯 (同49.1%)
盤 本澤。           i

②プロードバンド整備

02008年 9月末、サービス
エリアの世帯カバー率は
-98.6%
-74万世帯

δ嘉帯電話エリア整備   |
02008年 3月 末、サービス
エリア外人口は
-29.7万人
-0.2%

②プロードバンド整備
○ 地域間の情報格差是正を目
的としたブロードバンド基盤等
の整備に対し、国が交付金に
より支援するもの。

○ 交付率は、条件不利地域に

該当する市町村等の場合は
1/3、 第3セクター法人の場
合は1/4。

③携帯電話エリア整備
○ 市町村による携帯電話等の基
地局の整備や、通信事業者によ
る基地局と通信ネットワークとを
結ぶ伝送路の整備に対し、国が
補助金により支援。

○ 国の補助率は、エリア化される
地域の世帯数が100未満の場
合は2/3、 100以上の場合は
1/2。

○

　

○

地上波テレビ放送のデジタル化を2011年7月までに確実に実施するための施策を前倒し実施、2010年度
末までにブロードバンド・ゼロ地域を解消、2611年度末を目途に携帯電話の不感地帯の解消。
地上デジタル放送への完全移行、ブロードバンドの基盤整備等を実施し、数万人の雇用を確保。

政策の定量的効果



③-1 地域医療の再生と最先端医療技術の革新
1.現状の課題

○各自治体・病院の「独立」志向から、病院間の機能分担についての調整が出来ず、中小病院が併存。

―  ―
― ― ―

 
― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― -   1

|○地域の医療機能が細切れ、医師の専門性が発揮できず。勤務環境など処遇面の課題も相まって地域の医師不足が深刻化。    1
: その結果、住民は満足な医療サービスを受けられず。

2.政策の概要
r          ‐                                                                           

―
                                                            ――

―
零

|○全2次医療圏※を基本に、都道府県が新たに地域医療再生計画を策定。(※平均して人口30万人程度の広域医療圏。全国で348。 )|
10地域医療再生のための「基金」を設置し、施設自設備整備、医師派遣システムの強化に

ぉ8雪T          茸型碁瑾長: |
'○
地域の実情に応じて、フルスペックの支援を行うモデル地域から、基礎的な支援を行う地
10全2次医療圏で医師事務作業補助者を3年以内に集中配置(2万人規模)。     ________― ―一――――――一―」

3.政策の定量的効果

03年以内に全都道府県でフルスペックのモデル2次医療圏の整備を目指し、10年以内に全国展開。

93轟誉1卍尾暦葬警議男警矢諸襲饗譜暴盆亀錘罫慕ぎ最1実lj雇用を倉1出
し、2025年に医三自T32～ 34万人、看護職員1195～ 203万人、医明蔑その

現状 実施後

診療所医師の 病院外来や
救急への協力

: 産科は一人しか

「
Lの 病 院

        111、

1]]1ltil_′

ヒ/
どこに行けばい :

地域医療再生基金

奨学金の設定
寄付講座等の支援

例えば産科を強
化した病院

例えばリハビリを
強化した病院



③-2 長寿大国に相応しい世界最先端の医療技争
1,現状の課題

・海外では承認されているが国内では未承認となつている医薬品ががん等の分野で存在。
(約 14件の未承認薬、他に600件程度のいわゆる適用除外)
・諸外国と比して審査に時間を要し、特に国民健康政策上重要な革新的医薬品に関しても審査に時間を要している。

・が
t型翌菫證衛菫飛魏毒蒙ξ

集中治験 (臨床研究)審査体制を早急に確立 (上記600件程度の中から選定して実施)(スーパrファスト

期間の大幅短縮)。
・その他の医薬品についても、承認審査、安全対策等の対策を国主導で強化(審査口安全対策要員を倍以上に)。
・新型インフルエンザワクチンを短期間に大量生産可能な量技術 (細胞培養技術)について、開発が進んでいる企業
を選定し、生産設備整備まで国が集中的に支援。
・量験三直床研究センター (gc)を国主導で整備。病院間で「分散」「遅延」しがちな治験を「―括」「迅速」「国際共同」で
実現可能に。治験の集約的管理を実施。

日未承認薬等の治験を3年以内に終了。
ロスーパーファストトラックの対象となる未承認薬等については審査期間を6ケ月にまで短縮 (従来の優先審査期間 :12ヶ月)。
・その他の医薬品についても、承認までの期間を2.5年、医療機器について豊1.5年短縮。
・全国民分の新型インフルエンザワクチンの開発・生産期間を半年に大幅短縮する体制を5年以内に整備。

望 Pイ
ンフルエンザについては、現状の技術(鶏卵培養法)では発生から全国民分のワクチン生産まで1年半～2年程度の時間が必

・大規模な治験、国際共同治験などでの実施体制が不十分。



⑨ 介護拠点整備と介護分野の雇用創出

1.現状の課題

・介護施設の入居待ち人数が大量に存在 (特養ホーム入居申込者数38.5万人(他施設に既に入所している人数(約 20万人)を含
む))。
口療養病床廃上に伴う介護拠点の受け皿づくりの必要性。
・他産業と比較しても低い水準の賃金 (平均年収 全労働者 :450万円程度、介護分野 :300万円程度)。
・能力や実績に応じたキャリアパスの形が見えず、低年収など処遇の低さもあり離職率が高く、人材が定着せず。
(離職率 全労働者 :16%、 介護職員:20%)

2.政策の概要

・介護拠点を3年間前倒しで集中整備。
・介護人材の待遇改善のための緊急措置を実施。
・介護職員のキャリアパスを提示。
・上記キャリアパスを踏まえ、2012年の次期介護報酬
改訂時にキャリアアップに対応した介護報酬体系を
構築。

【介護人材確保のイメージ】

今回の集中施設
整備で更に必要
となる人材
+10万人

既存の計画で
見込まれる人材
二  十20万人

現状 :130万人
(介護職員数)

・介護分野で3年間で30万人の雇用を創出。
・3年間でに介護施設の入居待機者解消に向けて集中整備。

平成21～23年度



安′bこども・子育て対策

子育て環境整備促進のために～安心こども基金の大幅拡充と地方負担の軽減を実現～

○ 新待機児童ゼロ作戦(保育サービス利用率(3歳未満児)を平成29年度末までに20%→ 38%)の集中的
実施、また、多様な主体によるすべての子育て家庭に対する支援の充実など地域の子育て力の向上(安心
こども基金の拡充 )

○ 厳しい地方財政事情の下、上記事業の着実な実施のため、必要な地方負担の緊急的軽減
○ 今後、財源確保をしつつ、次世代育成支援のための新たな制度体系を構築し、保育サービスをはじめとす
る子育て支援基盤を抜本的に拡充

3.政策の定量的効果

○ 雇用創出効果20万人程度(今後10年間)
[ 1

|L_____

急速な少子高齢化の進行、人口減少社会の到来は、我が国の経済社会活力に極めて大きい影響。特に第
2次ベビーブーム世代が出産適齢期を迎えているここ数年が勝負。まさに“少子化対策待つたなし"の状況
特に、現下の厳しい経済・雇用情勢の下において、待機児童の増加をはじめとする、子ども口子育て家庭を取
り巻く環境の変化に対し、これまで以上に、効果的・総合的な子育て環境整備を促進する必要


